
政策ごとの予算との対応について（総括表）
(所管）内閣府　（組織）内閣本府等（除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、金融庁、消費者庁） （単位：千円）

１．市民活動促進 171,799 144,301 △ 27,498 0 0 0
市民活動の促進 171,799 144,301 △ 27,498 0

２．公文書館関連政策 2,396,312 2,400,335 4,023 0 0 0
公文書等の保存及び利用の取組 2,396,312 2,400,335 4,023 0

３．政府広報・広聴 4,977,628 4,599,555 △ 378,073 0 0 0
政府広報・広聴による政府施策の理解、協力の促進 4,977,628 4,599,555 △ 378,073 0

４．遺棄化学兵器廃棄処理 13,434,190 21,922,386 8,488,196 0 0 0
遺棄化学兵器廃棄処理事業の推進 13,434,190 21,922,386 8,488,196 0

５．経済財政政策 9,440,814 573,551 △ 8,867,263 0 0 0
経済財政政策の推進 9,440,814 573,551 △ 8,867,263 0

６．地域活性化政策 453,531,155 558,463,145 104,931,990 0 0 0
地域活性化の推進 453,531,155 558,463,145 104,931,990 0

７．科学技術政策 472,831 398,607 △ 74,224 0 0 0
科学技術政策の推進 472,831 398,607 △ 74,224 0

８．防災政策 4,263,383 4,240,374 △ 23,009 0 0 0
防災政策の推進 4,263,383 4,240,374 △ 23,009 0

９．沖縄政策 167,319,097 158,959,515 △ 8,359,582 0 0 0
沖縄政策の推進 167,319,097 158,959,515 △ 8,359,582 0

10．共生社会政策 2,839,339 2,627,180 △ 212,159 0 0 0
共生社会実現のための施策の推進 2,839,339 2,627,180 △ 212,159 0

11．栄典事務の遂行 2,825,116 2,556,153 △ 268,963 0 0 0
栄典事務の適切な遂行 2,825,116 2,556,153 △ 268,963 0

12．男女共同参画社会の形成の促進 1,432,389 281,812 △ 1,150,577 0 0 0
男女共同参画社会の形成の促進 1,432,389 281,812 △ 1,150,577 0

13．食品安全政策 396,848 410,495 13,647 0 0 0
食品の安全性の確保 396,848 410,495 13,647 0

14．原子力安全確保政策 697,879 638,453 △ 59,426 0 0 0
原子力利用の安全確保 697,879 638,453 △ 59,426 0

15．公益法人制度改革等 128,860 88,865 △ 39,995 0 0 0
公益法人制度改革等の推進 128,860 88,865 △ 39,995 0

16．経済社会総合研究 892,083 769,962 △ 122,121 0 0 0
経済社会総合研究の推進 892,083 769,962 △ 122,121 0

17．迎賓施設の運営 901,213 887,000 △ 14,213 0 0 0
迎賓施設の適切な運営 901,213 887,000 △ 14,213 0

18．北方領土問題の解決の促進 1,038,787 1,936,636 897,849 0 0 0
北方領土問題の解決の促進 1,038,787 1,936,636 897,849 0

19．国際平和協力業務等 475,152 429,230 △ 45,922 0 0 0
国際平和協力業務等の推進 475,152 429,230 △ 45,922 0

20．科学に関する重要事項の審議等 600,456 552,664 △ 47,792 0 0 0
科学に関する重要事項の審議及び研究の連絡 600,456 552,664 △ 47,792 0

21．官民人材交流センターの運営 403,901 270,341 △ 133,560 0 0 0
官民人材交流センターの適切な運営 403,901 270,341 △ 133,560 0

668,639,232 763,150,560 94,511,328 0 0 0

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．22年度予算額は補正予算（第1号）による補正後の改予算額である。
３．22年度予算額は、23年度予算額との比較対象のため組替え掲記している。

23年度予算額 比較増△減額 22年度予算額 23年度予算額 比較増△減額
備考政策評価体系

一般会計 特別会計

22年度予算額



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】
(所管）内閣府　（組織）内閣本府等（除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、金融庁、消費者庁） （単位：千円）

１．市民活動促進 171,799 144,301 △ 27,498
市民活動の促進 内閣本府 市民活動促進費 市民活動の促進に必要な経費 171,799 144,301 △ 27,498

２．公文書館関連政策 2,396,312 2,400,335 4,023
公文書等の保存及び利用の取組 内閣本府 公文書館関連政策費 公文書館関連政策の企画及び立案に必要な経費 52,458 16,714 △ 35,744

内閣本府 独立行政法人国立公文書館運営費
独立行政法人国立公文書館運営費交付金に必要な
経費

2,220,398 2,130,019 △ 90,379

内閣本府 独立行政法人国立公文書館施設整備費 独立行政法人国立公文書館施設整備に必要な経費 123,456 253,602 130,146
３．政府広報・広聴 4,977,628 4,599,555 △ 378,073

政府広報・広聴による政府施策の理解、協力の促進 内閣本府 政府広報費 政府広報の実施等に必要な経費 4,977,628 4,599,555 △ 378,073
４．遺棄化学兵器廃棄処理 13,434,190 21,922,386 8,488,196

遺棄化学兵器廃棄処理事業の推進 内閣本府 遺棄化学兵器廃棄処理事業費 遺棄化学兵器廃棄処理事業に必要な経費 13,434,190 21,922,386 8,488,196
５．経済財政政策 9,440,814 573,551 △ 8,867,263

経済財政政策の推進 内閣本府 経済財政政策費 経済財政政策の企画立案等に必要な経費 9,440,814 573,551 △ 8,867,263
６．地域活性化政策 453,531,155 558,463,145 104,931,990

地域活性化の推進 内閣本府 地域活性化政策費 地域活性化政策の推進に必要な経費 142,155 1,486,617 1,344,462
内閣本府 総合特区推進調整費 総合特区の推進調整に必要な経費 0 15,100,000 15,100,000
内閣本府 地域自主戦略推進費 地域自主戦略の推進に必要な経費 0 479,876,528 479,876,528
内閣本府 地域再生推進費 地域再生の推進のための施設整備に必要な経費 103,389,000 62,000,000 △ 41,389,000
内閣本府 地域活性化・緊急総合経済対策推進費 地域活性化交付金に必要な経費 350,000,000 0 △ 350,000,000

７．科学技術政策 472,831 398,607 △ 74,224
科学技術政策の推進 内閣本府 科学技術政策費 総合科学技術政策の企画立案等に必要な経費 472,831 398,607 △ 74,224

８．防災政策 4,263,383 4,240,374 △ 23,009
防災政策の推進 内閣本府 防災政策費 防災基本政策の企画立案等に必要な経費 4,015,383 4,020,374 4,991

内閣本府 災害対策総合推進調整費 災害対策の総合推進調整に必要な経費 248,000 220,000 △ 28,000
９．沖縄政策 167,319,097 158,959,515 △ 8,359,582

沖縄政策の推進 内閣本府 沖縄政策費 沖縄政策の推進に必要な経費 7,548,833 9,603,749 2,054,916
内閣本府 沖縄振興自主戦略推進費 沖縄振興自主戦略の推進に必要な経費 0 32,147,828 32,147,828

内閣本府 沖縄米軍基地所在市町村活性化特別事業費
沖縄米軍基地所在市町村活性化特別事業に必要な
経費

121,390 473,111 351,721

内閣本府 沖縄北部活性化特別振興事業費 沖縄北部活性化特別振興事業に必要な経費 3,500,000 3,500,000 0
内閣本府 大規模駐留軍用地跡地等利用推進費 大規模駐留軍用地跡地等利用推進に必要な経費 350,000 350,000 0
内閣本府 沖縄特別振興対策調整費 沖縄特別振興対策調整に必要な経費 5,690,000 2,920,000 △ 2,770,000
内閣本府 沖縄特別振興対策事業費 沖縄特別振興対策事業に必要な経費 2,310,000 3,580,000 1,270,000
内閣本府 沖縄振興総合調査費 沖縄振興総合調査に必要な経費 200,000 160,000 △ 40,000
内閣本府 沖縄教育振興事業費 公立文教施設整備に必要な経費 12,912,222 10,725,669 △ 2,186,553
内閣本府 沖縄保健衛生諸費 無医地区医師派遣等に必要な経費 228,036 249,260 21,224
内閣本府 沖縄保健衛生諸費 医師歯科医師等の派遣に必要な経費 13,714 14,928 1,214
内閣本府 沖縄保健衛生施設整備費 医療施設整備に必要な経費 1,052,509 1,052,509 0
内閣本府 沖縄農業振興費 沖縄農業振興に必要な経費 4,359,816 3,288,579 △ 1,071,237

内閣本府
独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機
構等運営費

独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構運営
費交付金等に必要な経費

8,166,551 10,479,591 2,313,040

内閣本府
独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機
構施設整備費

独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構施設
整備に必要な経費

5,142,010 1,401,782 △ 3,740,228

内閣本府 沖縄開発事業費 海岸事業に必要な経費 52,300 7,300 △ 45,000
内閣本府 沖縄開発事業費 治山事業に必要な経費 607,000 493,000 △ 114,000
内閣本府 沖縄開発事業費 水道施設整備に必要な経費 14,765,000 2,587,000 △ 12,178,000

内閣本府 沖縄開発事業費
良好で緑豊かな都市空間の形成等のための国営公
園事業に必要な経費

4,736,624 5,042,921 306,297

内閣本府 沖縄開発事業費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 1,533,000 1,347,000 △ 186,000
内閣本府 沖縄開発事業費 農業生産基盤保全管理・整備事業に必要な経費 8,852,348 4,665,519 △ 4,186,829
内閣本府 沖縄開発事業費 戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業に必要な経 0 4,958,240 4,958,240
内閣本府 沖縄開発事業費 農地等保全事業に必要な経費 60,550 157,774 97,224
内閣本府 沖縄開発事業費 農山漁村地域整備事業に必要な経費 9,531,000 3,237,000 △ 6,294,000
内閣本府 沖縄開発事業費 森林整備事業に必要な経費 344,000 251,000 △ 93,000
内閣本府 沖縄開発事業費 水産基盤整備に必要な経費 5,129,537 4,104,755 △ 1,024,782

比較増△減額政策評価体系 組織 項 事項 22年度予算額 23年度予算額



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】
(所管）内閣府　（組織）内閣本府等（除く警察庁、宮内庁、公正取引委員会、金融庁、消費者庁） （単位：千円）

比較増△減額政策評価体系 組織 項 事項 22年度予算額 23年度予算額

内閣本府 沖縄開発事業費 社会資本総合整備事業に必要な経費 65,229,000 48,661,000 △ 16,568,000

内閣本府 沖縄開発事業費
適正な汚水処理の確保等のための下水道事業に必
要な経費

303,000 0 △ 303,000

内閣本府 沖縄開発事業費 農村整備事業に必要な経費 1,080,657 0 △ 1,080,657

内閣本府
沖縄北部活性化特別振興対策特定開発事業
推進費

沖縄北部活性化特別振興対策に係る特定開発事業
の推進に必要な経費

3,500,000 3,500,000 0

10．共生社会政策 2,839,339 2,627,180 △ 212,159
共生社会実現のための施策の推進 内閣本府 共生社会政策費 共生社会政策の企画立案等に必要な経費 2,839,339 2,627,180 △ 212,159

11．栄典事務の遂行 2,825,116 2,556,153 △ 268,963
栄典事務の適切な遂行 内閣本府 栄典行政費 栄典事務の適切な遂行に必要な経費 2,825,116 2,556,153 △ 268,963

12．男女共同参画社会の形成の促進 1,432,389 281,812 △ 1,150,577
男女共同参画社会の形成の促進 内閣本府 男女共同参画社会形成促進費 男女共同参画社会の形成の促進に必要な経費 1,432,389 281,812 △ 1,150,577

13．食品安全政策 396,848 410,495 13,647
食品の安全性の確保 内閣本府 食品安全政策費 食品健康影響評価技術の研究に必要な経費 342,532 241,535 △ 100,997

内閣本府 食品安全政策費 食品安全の確保に必要な経費 54,316 168,960 114,644
14．原子力安全確保政策 697,879 638,453 △ 59,426

原子力利用の安全確保 内閣本府 原子力安全確保政策費 原子力利用の安全確保に必要な経費 697,879 638,453 △ 59,426
15．公益法人制度改革等 128,860 88,865 △ 39,995

公益法人制度改革等の推進 内閣本府 公益法人制度改革推進費 公益法人制度改革等の推進に必要な経費 128,860 88,865 △ 39,995
16．経済社会総合研究 892,083 769,962 △ 122,121

経済社会総合研究の推進 内閣本府 経済社会総合研究所 経済社会活動の研究等に必要な経費 868,782 769,962 △ 98,820

内閣本府 経済社会総合研究所
経済財政政策関係業務システムの最適化実施に必
要な経費（成果重視事業）

23,301 0 △ 23,301

17．迎賓施設の運営 901,213 887,000 △ 14,213
迎賓施設の適切な運営 内閣本府 迎賓施設運営費 迎賓施設の運営に必要な経費 901,213 887,000 △ 14,213

18．北方領土問題の解決の促進 1,038,787 1,936,636 897,849
北方領土問題の解決の促進 北方対策本部 北方対策本部 北方領土問題対策に必要な経費 244,223 539,240 295,017

北方対策本部 独立行政法人北方領土問題対策協会運営費
独立行政法人北方領土問題対策協会運営費交付金
に必要な経費

655,037 1,325,973 670,936

北方対策本部
独立行政法人北方領土問題対策協会施設整
備費

独立行政法人北方領土問題対策協会施設整備に必
要な経費

139,527 71,423 △ 68,104

19．国際平和協力業務等 475,152 429,230 △ 45,922
国際平和協力業務等の推進 国際平和協力本部 国際平和協力本部 国際平和協力業務の実施等に必要な経費 475,152 429,230 △ 45,922

20．科学に関する重要事項の審議等 600,456 552,664 △ 47,792
科学に関する重要事項の審議及び研究の連絡 日本学術会議 日本学術会議 科学に関する重要事項の審議等に必要な経費 600,456 552,664 △ 47,792

21．官民人材交流センターの運営 403,901 270,341 △ 133,560
官民人材交流センターの適切な運営 官民人材交流センター 官民人材交流センター 官民人材交流センターの運営に必要な経費 403,901 270,341 △ 133,560

668,639,232 763,150,560 94,511,328

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．22年度予算額は補正予算（第1号）による補正後の改予算額である。
３．22年度予算額は、23年度予算額との比較対象のため組替え掲記している。

計


